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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第105期

第２四半期
連結累計期間

第106期
第２四半期
連結累計期間

第105期

会計期間
自 2016年４月１日
至 2016年９月30日

自 2017年４月１日
至 2017年９月30日

自 2016年４月１日
至 2017年３月31日

売上高 (百万円)
200,055 230,951

414,999
(98,779) (117,887)

税金等調整前四半期
（当期）純利益

(百万円)
34,068 39,456

64,738
(15,527) (20,467)

当社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(百万円)
24,073 27,679

44,782
(10,848) (14,343)

四半期包括利益（△損失）

又は包括利益（△損失）
(百万円)

△18,905 46,147
36,250

(7,597) (23,991)

株主資本 (百万円) 449,805 536,638 502,170

総資産額 (百万円) 525,064 634,897 597,249

基本的１株当たり当社
株主に帰属する四半期
（当期）純利益

(円)
88.7 102.0

165.0
(40.0) (52.8)

希薄化後１株当たり当
社株主に帰属する四半
期（当期）純利益

(円)
88.7 102.0

165.0
(40.0) (52.8)

株主資本比率 (％) 85.7 84.5 84.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 29,623 13,233 63,351

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,976 △7,275 △5,015

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,829 △10,455 △9,495

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 123,399 141,863 142,181
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 当社は、米国会計基準に基づき連結財務諸表を作成しております。

３ 「株主資本」は「当社株主の資本合計」を表示しております。

４ (括弧)は第２四半期連結会計期間を表示しております。

　　　　５ 当社は、2017年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。第105期の期首

          に当該株式分割が行われたものと仮定して、「基本的1株当たり当社株主に帰属する四半期（当期）

　　　　　 純利益」及び「希薄化後1株当たり当社株主に帰属する四半期（当期）純利益」を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）における、当社グループにおいて営まれ

ている事業の内容に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

 2/42



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(１)経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間の経済情勢を見ますと、国際的な政治情勢及び政策面において先行きの不透明な状況が

続いたものの、先進国では雇用・所得環境が着実に改善し、景気は回復基調となりました。新興国においても、東南

アジアなどにおいて内需や輸出が好調に推移するなど、景気は総じて底堅く推移しました。

　このような情勢の中で当社グループは、開発面では、ハイパワーなブラシレスモータを搭載し、ＡＣ機並みのパ

ワー・スピードを実現した製品や、業界初となる集じん機との無線連動機能を持たせた製品など、リチウムイオン

バッテリ製品を中心に新製品を投入しました。生産面では、海外工場において現地調達比率を高めながらコストダウ

ン強化を推し進めるとともに、各工場において品質の安定性と生産性向上を図るため、省人化設備の導入を継続して

推進しています。営業面では、ニュージーランド、オーストリアで社屋をリニューアルし、ポーランドのワルシャワ

に新たに支店を開設するなど、地域・顧客密着の営業体制を強化させるとともに、充電式の園芸用機器・清掃用機器

などの拡販に注力しました。

当第２四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、国内外市場において売上が堅調に推移したことや、前年

同期に比べ為替レートが円安基調となったことから、売上高は前年同期比15.4％増の230,951百万円となりました。利

益面においては、為替の影響などにより原価率は悪化したものの、売上高が増加したことなどから、営業利益は前年

同期比13.8％増の38,291百万円（営業利益率16.6％）となりました。税金等調整前四半期純利益は前年同期比15.8％

増の39,456百万円（税金等調整前四半期純利益率17.1％）、当社株主に帰属する四半期純利益は同15.0％増の27,679

百万円（当社株主に帰属する四半期純利益率12.0％）となりました。
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地域別の売上高については、次のとおりです。

 国内は、電動工具・園芸用機器ともに、リチウムイオンバッテリ製品を中心に販売が堅調に推移し、前年同期比

13.3%増の39,877百万円となりました。

 欧州は、西欧・東欧ともに概ね全域で売上が増加し、前年同期比16.5％増の98,586百万円となりました。

　北米は、底堅い住宅需要を背景に売上を伸ばし、前年同期比10.3％増の35,031百万円となりました。

 アジアは、中国における販売が回復基調となったことなどから、前年同期比20.6％増の21,463百万円となりまし

た。

その他地域では、停滞していたブラジル経済に底入れの兆しが見られる中南米及びリチウムイオンバッテリ製品の

販売が好調だったオセアニアでは、それぞれ前年同期比25.8％増の13,483百万円、同33.2％増の15,597百万円となっ

た一方、低調な原油価格と政情不安が続く中近東・アフリカでは、前年同期比16.1％減の6,914百万円となりました。

 

(２)地域別セグメントの業績

セグメント情報は当社および連結子会社の所在地に基づき決定されます。

 

日本セグメント

当第２四半期連結累計期間の日本セグメントの売上高は、グループ間取引の商流変更などにより、前年同期比56.3%

増の151,147百万円となりました。このうち、外部顧客に対する売上高は、前年同期比12.9％増の51,409百万円（連結

売上高の22.3％）となりました。

　当第２四半期連結累計期間の日本セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比122.2％増の18,185百

万円となりました。

 

欧州セグメント

当第２四半期連結累計期間の欧州セグメントの売上高は、前年同期比16.4％増の100,934百万円となりました。この

うち、外部顧客に対する売上高は、前年同期比16.5％増の98,706百万円（連結売上高の42.7％）となりました。

　当第２四半期連結累計期間の欧州セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比9.2％増の8,592百万

円となりました。

 

北米セグメント

当第２四半期連結累計期間の北米セグメントの売上高は、前年同期比12.1％増の38,393百万円となりました。この

うち、外部顧客に対する売上高は、前年同期比11.0％増の36,174百万円（連結売上高の15.7％）となりました。

　当第２四半期連結累計期間の北米セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比14.2％増の1,257百万

円となりました。

 

アジアセグメント

当第２四半期連結累計期間のアジアセグメントの売上高は、前年同期比30.1％増の114,933百万円となりました。こ

のうち、外部顧客に対する売上高は、前年同期比18.8％増の12,639百万円（連結売上高の5.5％）となりました。

　当第２四半期連結累計期間のアジアセグメントの営業利益は、営業費用の増加などにより前年同期比6.2％減の

10,280百万円となりました。

 

その他の地域セグメント

当第２四半期連結累計期間のその他の地域のセグメントの売上高は、前年同期比22.3％増の32,532百万円となりま

した。このうち、外部顧客に対する売上高は、前年同期比20.7％増の32,023百万円（連結売上高の13.9％）となりま

した。

　当第２四半期連結累計期間のその他の地域セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比88.9％増の

2,375百万円となりました。
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(３)財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ37,648百万円増加し、634,897百万円となりま

した。主な要因は棚卸資産の増加などによるものです。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ2,793百万円増加し、94,231百万円となりました。主な要因は、短期借入金及び

未払法人税等が増加したことによるものです。

資本合計は、前連結会計年度末に比べ34,855百万円増加し、540,666百万円となりました。主な要因は、その他の包括

利益（△損失）累計額に含まれる為替換算調整勘定の変動によるものです。

 

(４)キャッシュ・フローの状況

営業活動の結果得られた資金は、四半期純利益は前年同期に比べ3,666百万円増加したものの、16,390百万円減少

し、13,233百万円となりました。これは、棚卸資産が前年同期は3,036百万円の減少であった一方で、当第２四半期連

結累計期間は12,762百万円の増加であったことなどによるものです。

　投資活動の結果使用した資金は、売却可能有価証券の売却の減少などにより、前年同期は投資活動の結果9,976百万

円の資金を得られたのに対し、7,275百万円となりました。

　財務活動の結果使用した資金は、 当初の返済期限が3ヶ月以内の借入金によって調達した資金が減少したことなど

により前年同期に比べ3,626百万円増加し、10,455百万円となりました。

　上記活動の結果および為替レートの変動による影響により、当第２四半期連結会計期間末の当社グループの現金及

び現金同等物は、前連結会計年度末の142,181百万円から318百万円減少して141,863百万円となりました。

 

(５)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題について、重要な変更

および新たに生じた課題はありません。

 

(６)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は前年同期比10.1％増の5,451百万円となりました。なお、当第２四

半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式
992,000,000

計 992,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2017年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2017年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 280,017,520 280,017,520

東京証券取引所
(市場第一部)

名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、100株です。

計 280,017,520 280,017,520 ― ―
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(２) 【新株予約権等の状況】

当社は、当第２四半期会計期間において、新株予約権を発行しております。当該新株予約権の内容は、次のとおり

です。

 

決議年月日 2017年7月31日

新株予約権の数 511個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 10,220株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額
株式1株あたりの払込金額を1円とし、これに各新株予
約権の目的となる株式の数を乗じた金額とする。

新株予約権の行使期間 2017年8月19日から2067年8月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格および資本組入額

発行価格　　1株当たり3,893円（注）２
資本組入額　1株当たり1,947円（注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５
 

　

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という）は20株とします。

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社

普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、次の

算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。

　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割または株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効力発

生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用します。ただし、剰余金の額を減少して資

本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合

で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株

主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用します。

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必

要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができるものとします。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約

権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という）に通知または公告します。

ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または

公告します。

 

(注) ２．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり１円）と割当日における新株予約権の公正価値

（１株当たり3,892円）を合算しています。

 

(注) ３．(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

　　　 項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、

      これを切り上げるものとします。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本

      金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

 

(注) ４．(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使することができるも

      のとします。

(2) 上記(1)は、新株予約権を相続により承継した者については適用しません。

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができないものとします。
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(注) ５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収

分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生じる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前におい

て残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株

予約権をそれぞれ交付するものとします。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めることを条件とします。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

      新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

      再編対象会社の普通株式とします。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

      組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１.に準じて決定します。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に

上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とします。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることがで

きる再編対象会社の株式１株当たり１円とします。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとします。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

      上記（注）３.に準じて決定します。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

      譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要します。

(8) 新株予約権の取得条項

      下記（注）６.に準じて決定します。

(9) その他の新株予約権の行使の条件

      上記（注）４.に準じて決定します。

 

(注) ６. 以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の

場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権

を取得することができるものとします。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案

(5) 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認

を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

 
(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

(４) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。
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(５) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2017年９月30日 - 280,017,520 - 24,206 - 47,525

 

 

(６) 【大株主の状況】

  2017年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 17,131 6.12

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 11,335 4.05

株式会社マルワ 愛知県岡崎市康生通南三丁目３番地 8,438 3.01

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 8,426 3.01

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ
デポジタリー バンク フォー デポジタリー　
レシート ホルダーズ
（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行）

C/O THE BANK OF NEW YORK MELLON
101 BARCLAYS 　STREET,22ND FLOOR
WEST,
NEW YORK NY 10286 U.S.A
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１
号)

7,761 2.77

マキタ取引先投資会 愛知県安城市住吉町三丁目11番８号 6,919 2.47

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口９)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,012 2.15

ザ バンク オブ ニュ－ヨ－ク メロン エスエ
－ エヌブイ １０
（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行）

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000
BRUSSELS, BELGIUM
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１
号)

6,003 2.14

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 5,800 2.07

ステート ストリート バンク アンド トラス
ト カンパニー ５０５００１
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業
部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
（東京都港区港南二丁目１５番１号　
品川インターシティＡ棟）

5,277 1.88

計 ― 83,104 29.68
 

(注) １　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)お

よび同（信託口９）の所有株式数は、全て各行の信託業務に係るものです。

 ２　上記のほか当社所有の自己株式 8,549千株(3.05％)があります。

 ３　当社は2017年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。上記株式数は当該株式分

割を反映させたものを記載しております。
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(７) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2017年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式)         

普通株式　8,549,100
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　271,374,100　 2,713,741 ―

単元未満株式 普通株式　94,320 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 280,017,520 ― ―

総株主の議決権 ― 2,713,741 ―
 

(注) １　単元未満株式の欄の普通株式には当社所有の自己株式が2株含まれております。

 ２　当社は2017年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。上記株式数は当該株式分

割を反映させたものを記載しております。

 

② 【自己株式等】

2017年９月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社マキタ

愛知県安城市住吉町
三丁目11番8号

8,549,100 ― 8,549,100 3.05

計 ― 8,549,100 ― 8,549,100 3.05
 

（注）当社は2017年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。上記株式数は当該株式分割を

反映させたものを記載しております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動はありません。

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

10/42



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）附則第４条の規定により、米国において一般に公正妥当と認められた会計基準による用語、様式及び作成

方法に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（2017年７月１日から2017

年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(１) 【四半期連結貸借対照表】

 

  
前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

　１　現金及び現金同等物 ※11  142,181   
141,863

 
 

　２　定期預金 ※11  34,329   
26,659

 
 

　３　短期投資
※７,
９,11

 23,441   
30,469

 
 

　４　受取手形及び売掛金 ※11       

　　　　受取手形  1,199   1,126   

　　　　売掛金  67,086   75,965   

　　　　貸倒引当金  △1,137 67,148  △1,246 75,845  

　５　棚卸資産 ※４  167,398   190,234  

　６　繰延税金資産   4,723   -  

　７　その他の流動資産
※９,
10,11

 13,349   15,009  

　　　流動資産合計   452,569 75.8  480,079 75.6

Ⅱ　有形固定資産        

　１　土地   22,358   22,887  

　２　建物及び構築物   94,927   99,743  

　３　機械装置及び備品   91,493   97,049  

　４　建設仮勘定   5,531   5,334  

   214,309   225,013  

　５　減価償却累計額   △119,802   △ 125,006  

　　　有形固定資産合計   94,507 15.8  100,007 15.8

Ⅲ　投資その他の資産        

　１　投資
※７,
９,11

 34,004   34,953  

　２　のれん   721   721  

　３　その他の無形固定資産
　　　(純額)

  3,641   3,684  

　４　繰延税金資産   650   3,966  

　５　その他の資産 ※11  11,157   11,487  

　　　投資その他の資産合計   50,173 8.4  54,811 8.6

　　　資産合計   597,249 100.0  634,897 100.0
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前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

　１　短期借入金 ※11  6,579   
8,019

 
 

　２　支払手形及び買掛金 ※11  26,347   
25,169

 
 

　３　未払金 ※11  7,122   
8,314

 
 

　４　未払費用
※８,
11

 10,537   11,403  

　５　未払給与及び賞与   9,431   10,121  

　６　未払法人税等   6,944   8,333  

　７　繰延税金負債   3,134   -  

　８　その他の流動負債
※８,
９,10,
11

 8,178   9,388  

　　　流動負債合計  
 
 

78,272 13.1
 
 

80,747 12.7

Ⅱ　固定負債        

　１　退職給付引当金   3,161   3,430  

　２　繰延税金負債   8,313   8,400  

　３　その他の負債 ※11  1,692   1,654  

　　　固定負債合計   13,166 2.2  13,484 2.1

　　　負債合計   91,438 15.3  94,231 14.8

(資本の部) ※５       

Ⅰ　当社株主の資本        

　１　資本金   23,805   23,805  

　２　資本剰余金   45,501   45,511  

　３　利益剰余金        

　   　利益準備金   5,669   5,669  

　   　その他の利益剰余金   456,546   473,095  

　４　その他の包括利益
　　　(△損失）累計額

※６,
 ７

 △17,728   173  

　５　自己株式   △11,623   △ 11,615  

　　 当社株主の資本合計   502,170 84.1  536,638 84.5

Ⅱ　非支配持分   3,641 0.6  4,028 0.7

　　　資本合計   505,811 84.7  540,666 85.2

　　　負債及び資本合計   597,249 100.0  634,897 100.0
 

 

  
前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

発行可能株式数  992,000,000株 992,000,000株

発行済株式数  280,017,520株 280,017,520株

発行済株式数
（自己株式除く）

 271,460,572株 271,468,418株

自己株式数  8,556,948株 8,549,102株
 

(注）当社は、2017年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたものと仮定して算定しております。
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(２) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 

  
前第２四半期連結累計期間

(自　2016年４月１日
 至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
 至 2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   200,055 100.0  230,951 100.0

Ⅱ　売上原価   124,778 62.4  146,699 63.5

　　売上総利益   75,277 37.6  84,252 36.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費等 ※８  41,628 20.8  45,961 19.9

　　営業利益   33,649 16.8  38,291 16.6

Ⅳ　営業外損益        

　１　受取利息及び配当金  1,058   1,506   

　２　支払利息  △46   △ 20   

　３　為替差損益(純額) ※10 △579   △ 471   

　４　有価証券実現損益(純額) ※７ 5   166   

　５　有価証券評価損 ※７ △19 419 0.2 △ 16 1,165 0.5

　　税金等調整前四半期
　　純利益

  34,068 17.0  39,456 17.1

Ⅴ　法人税等 ※２       

　１　当期税額  10,812   12,892   

　２　期間配分調整額  △999 9,813 4.9 △ 1,357 11,535 5.0

　　四半期純利益   24,255 12.1  27,921 12.1

Ⅵ　非支配持分に帰属する
　　四半期純利益

  182 0.1  242 0.1

　　当社株主に帰属する
　　四半期純利益

  24,073 12.0  27,679 12.0

        

１株当たり情報  
前第２四半期連結累計期間

(自　2016年４月１日
 至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
 至 2017年９月30日)

　普通株式１株当たり―   
  

 
  

　　基本的当社株主に帰属する
　　四半期純利益

※13
 

88.7 円
 

102.0 円

　　希薄化後当社株主に帰属
　　する四半期純利益

※13
 

88.7 円
 

102.0 円

　　配当金 ※５  83 円  82 円
 

 

（注）当社は、2017年４月１日付で普通株式1株につき2株の株式分割を行っております。前第２四半期連結累計期間

の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、「基本的1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益」及び「希薄化

後1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益」を算定しております。なお、「1株当たり配当金」は株式分割前の株式

数を基準として算定しております。
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【第２四半期連結会計期間】

 

  
前第２四半期連結会計期間

(自　2016年７月１日
 至 2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
 至 2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   98,779 100.0  117,887 100.0

Ⅱ　売上原価   62,906 63.7  74,453 63.2

　　売上総利益   35,873 36.3  43,434 36.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費等 ※８  20,280 20.5  23,391 19.8

　　営業利益   15,593 15.8  20,043 17.0

Ⅳ　営業外損益        

　１　受取利息及び配当金  407   623   

　２　支払利息  △24   △ 13   

　３　為替差損益(純額) ※10 △430   △ 222   

　４　有価証券実現損益(純額) ※７ 0   45   

　５　有価証券評価損 ※７ △19 △66 △0.1 △ 9 424 0.4

　　税金等調整前四半期
　　純利益

  15,527 15.7  20,467 17.4

Ⅴ　法人税等 ※２       

　１　当期税額  6,508   6,618   

　２　期間配分調整額  △1,930 4,578 4.6 △ 594 6,024 5.1

　　四半期純利益   10,949 11.1  14,443 12.3

Ⅵ　非支配持分に帰属する
　　四半期純利益

  101 0.1  100 0.1

　　当社株主に帰属する
　　四半期純利益

  10,848 11.0  14,343 12.2

        

１株当たり情報  
前第２四半期連結会計期間

(自　2016年７月１日
 至 2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
 至 2017年９月30日)

　普通株式１株当たり―   
  

 
  

　　基本的当社株主に帰属する
　　四半期純利益

※13
 

40.0 円
 

52.8 円

　　希薄化後当社株主に帰属
　　する四半期純利益

※13
 

40.0 円
 

52.8 円

　　配当金 ※５  - 円  - 円
 

 

（注）当社は、2017年４月１日付で普通株式1株につき2株の株式分割を行っております。前第２四半期連結累計期間

の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、「基本的1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益」及び「希薄化

後1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益」を算定しております。なお、「1株当たり配当金」は株式分割前の株式

数を基準として算定しております。
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 

  
前第２四半期連結累計期間

(自　2016年４月１日
 至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
 至 2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　四半期純利益    24,255   27,921

Ⅱ　その他の包括利益（△損失）
　　-（税効果調整後）

※６       

　　１ 為替換算調整額   △43,034   19,266  

   ２ 未実現有価証券評価損益   △299   △1,032  

   ３ 年金債務修正額   173 △43,160  △8 18,226

　　四半期包括利益（△損失）    △18,905   46,147

Ⅲ　非支配持分に帰属する
   四半期包括利益（△損失）

   △212   567

　　当社株主に帰属する
　　四半期包括利益（△損失）

   △18,693   45,580
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【第２四半期連結会計期間】

 

  
前第２四半期連結会計期間

(自　2016年７月１日
 至 2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
 至 2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　四半期純利益    10,949   14,443

Ⅱ　その他の包括利益（△損失）
　　-（税効果調整後）

※６       

　　１ 為替換算調整額   △5,169   10,123  

   ２ 未実現有価証券評価損益   1,767   △581  

   ３ 年金債務修正額   50 △3,352  6 9,548

　　四半期包括利益（△損失）    7,597   23,991

Ⅲ　非支配持分に帰属する
   四半期包括利益（△損失）

   82   211

　　当社株主に帰属する
　　四半期包括利益（△損失）

   7,515   23,780
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(３) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー      

  １　四半期純利益   24,255  27,921

  ２　営業活動による純増への調整      

　　　　減価償却費   4,352  4,763

　　　　法人税等期間配分調整額   △999  △1,357

　　　　有価証券実現損益（純額） ※７  △5  △166

　　　　有価証券評価損 ※７  19  16

　　　　固定資産売除却損益（純額）   56  △104

　　　　資産・負債の変動      

　　　　　受取手形及び売掛金   △1,837  △5,452

　　　　　棚卸資産   3,036  △12,762

　　　　　支払債務及び未払費用   △459  △989

　　　　　未払法人税等   1,853  841

　　　　　退職給付引当金及び前払年金費用   △372  △286

　　　　その他（純額）   △276  808

　　営業活動による純増   29,623  13,233

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー      

  １　資本的支出   △5,041  △7,247

  ２　売却可能有価証券の購入   △606  △9,595

  ３　売却可能有価証券の売却 ※７  25,068  1,014

  ４　満期保有有価証券の購入   △3,601  △300

  ５　満期保有有価証券の償還 ※７  3,000  200

  ６　固定資産の売却   195  302

  ７　定期預金の預入   △24,147  △13,816

 　８　定期預金の解約   14,989  22,162

  ９　その他（純額）   119  5

　　投資活動による純増（△純減）   9,976  △7,275

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー      

  １　当初の返済期限が３ヶ月以内の借入金
　　　 の増減（純額）

  4,551  827

  ２　自己株式の取得及び売却（純額）   △11  △3

  ３　配当金 ※５  △11,266  △11,130

  ４　その他（純額）   △103  △149

　　財務活動による純減   △6,829  △10,455

Ⅳ　為替レートの変動に伴う影響額   △9,286  4,179

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加（△減少）   23,484  △318

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高   99,915  142,181

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高   123,399  141,863
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前第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
 至　2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
 至　2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

補足情報      

　支払額      

　　　　支払利息   46  20

　　　　法人税等   8,960  12,050
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四半期連結財務諸表に関する注記事項

　

１　会計処理の基準

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定に

より米国預託証券（ADR）の発行に関して要請されている、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書等米国における一

般に公正妥当と認められる会計の基準、用語、様式及び作成方法に基づいて作成されております。

　当社は、1977年に米国預託証券（ADR）を発行するにあたり、米国式連結財務諸表を作成し、米国証券取引委員会

（SEC）に登録しました。それ以降、当社は米国1934年証券取引所法第13条の規定に基づき継続的に米国式連結財務諸表

の作成および提出を行っておりましたが、2013年４月に米国ナスダックへの上場を廃止し、同年７月にSECへの登録を廃

止しております。

　わが国における会計処理基準との主要な相違点は、次のとおりです。

 

(１) 新株発行費

新株発行費は、税効果調整後、資本剰余金より控除しております。

(２) 退職給付引当金

退職給付引当金は、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書 715「従業員報酬－退職給付」に準拠して計上し

ております。

　同基準編纂書の適用により、予測給付債務または制度資産の予測と実際の結果との差額および前提条件の変更に

よる差額は、損失（利益）として将来の連結財務諸表に反映されます。未認識純損失（利益）は期首時点における

予測給付債務か制度資産の公正価値のいずれか大きい方の額の10％を超える部分について、制度加入者である従業

員の平均残存勤続年数にわたって償却し、年金費用に含めております。

(３) のれんおよびその他の無形固定資産

のれんおよびその他の無形固定資産（純額）の会計処理は、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書 350「無

形資産－のれん及びその他」に準拠しております。のれんおよび耐用年数が確定できない無形固定資産は償却をせ

ず、原則として、最低年１回および減損の可能性を示す事象が発生した時点で減損のテストを行っております。

　(４) 繰延税金

連結貸借対照表上における繰延税金の区分について、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書 740「法人税」

に準拠して繰延税金資産および繰延税金負債を貸借対照表において非流動項目として表示しております。

 
２　四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

(１) 税金費用の計算

連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて税金費用を計算しております。

 

３　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

(１) 連結の範囲の変更

該当事項はありません。

(２) 持分法の適用範囲の変更

該当事項はありません。

(３) 会計方針の変更

2015年7月、米国財務会計基準審議会は、基準編纂書アップデート第2015-11号「会計基準編纂書330（棚卸資産の

測定の簡素化）」を公表しました。このアップデートは、後入先出法および売価還元法に基づき評価される棚卸資

産以外の棚卸資産に適用され、棚卸資産を原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定することを要求して

います。当社は2017年4月1日より当該基準を適用しております。なお、当該基準の適用は当社の連結財務諸表に重

要な影響を及ぼすものではありません。

　2015年11月、米国財務会計基準審議会は、基準編纂書アップデート第2015-17号「会計基準編纂書740（繰延税金

の貸借対照表上の分類）」を公表しました。このアップデートは、連結貸借対照表において全ての繰延税金資産及
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び負債を非流動項目として分類することを要求しています。当社は2017年４月１日より当該基準を適用しておりま

す。なお、当該基準の適用にあたり、過去の連結財務諸表等を遡及的に調整しておりません。

　(４) 勘定科目の組替再表示

該当事項はありません。

 
４　棚卸資産

2017年３月31日および2017年９月30日現在における棚卸資産の内訳は、以下のとおりです。

 

 
前連結会計年度末

（2017年３月31日）  
当第２四半期連結会計期間末

（2017年９月30日）

製品・商品 144,143百万円  162,828百万円

仕掛品 2,431  2,739

原材料・貯蔵品 20,824  24,667

合計 167,398  190,234
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５　資本勘定

2017年６月28日開催の定時株主総会の決議に基づき、2017年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主

または登録株式質権者に対し配当金11,130百万円（1株当たり82円）を支払いました。１株当たり配当金の82円は株式分

割前の株式数を基準として算定しております。

四半期連結資本勘定計算書

前第２四半期連結累計期間

　　　　　　　　　　　　　　　（自　2016年４月１日　至　2016年９月30日）　　　　　　（単位：百万円）

 当社株主の資本

非支配
持分

合計

 

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式

前期首残高 23,805 45,456 5,669 425,473 △9,049 △11,602 3,618 483,370

自己株式の取得及び処分
（純額）

     △11  △11

配当金    △11,266   △68 △11,334

包括利益（△損失）         

　四半期純利益    24,073   182 24,255

　その他の包括利益（△損失）     △42,766  △394 △43,160

その他の増減  23      23

前第２四半期末残高 23,805 45,479 5,669 438,280 △51,815 △11,613 3,338 453,143
 

 

当第２四半期連結累計期間

　　　　　　　　　　　　　　　（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）　　　　　　（単位：百万円）

 当社株主の資本

非支配
持分

合計

 

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式

当期首残高 23,805 45,501 5,669 456,546 △17,728 △11,623 3,641 505,811

自己株式の取得      △3  △3

自己株式の処分（ストックオプ
ションの行使による）

 △11    11  0

配当金    △ 11,130   △180 △11,310

包括利益（△損失）         

　四半期純利益    27,679   242 27,921

　その他の包括利益（△損失）     17,901  325 18,226

その他の増減  21      21

当第２四半期末残高 23,805 45,511 5,669 473,095 173 △11,615 4,028 540,666
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前第２四半期連結会計期間

　　　　　　　　　　　　　　　（自　2016年７月１日　至　2016年９月30日）　　　　　　（単位：百万円）

 当社株主の資本

非支配
持分

合計

 

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式

前第２四半期期首残高 23,805 45,468 5,669 427,432 △48,482 △11,605 3,324 445,611

自己株式の取得及び処分
（純額）

     △8  △8

配当金       △68 △68

包括利益（△損失）         

　四半期純利益    10,848   101 10,949

　その他の包括利益（△損失）     △3,333  △19 △3,352

その他の増減  11      11

前第２四半期末残高 23,805 45,479 5,669 438,280 △51,815 △11,613 3,338 453,143
 

当第２四半期連結会計期間

　　　　　　　　　　　　　　　（自　2017年７月１日　至　2017年９月30日）　　　　　　（単位：百万円）

 当社株主の資本

非支配
持分

合計

 

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式

当第２四半期期首残高 23,805 45,513 5,669 458,752 △9,264 △11,626 3,997 516,846

自己株式の取得      0  0

自己株式の処分（ストックオプ
ションの行使による）

 △11    11  0

配当金       △180 △180

包括利益（△損失）         

　四半期純利益    14,343   100 14,443

　その他の包括利益（△損失）     9,437  111 9,548

その他の増減  9      9

当第２四半期末残高 23,805 45,511 5,669 473,095 173 △11,615 4,028 540,666
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６　その他の包括利益（△損失）

 

その他の包括利益（△損失）累計額の変動は次のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間

(自 2016年４月１日　至 2016年９月30日)

 
為替換算

調整勘定
 

未実現有価証券

評価勘定
 

年金債務

修正勘定
 合計

 （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）

前期首残高 △8,959  6,516  △6,606  △9,049

　組替前その他の包括利益

　（△損失）
△43,034  △301  83  △43,252

　その他の包括利益（△損失）

　累計額からの組替金額
-  2  90  92

その他の包括利益（△損失） △43,034  △299  173  △43,160

　控除：非支配持分帰属損益 △394  -  -  △394

前第２四半期末残高 △51,599  6,217  △6,433  △51,815
 

 

 
当第２四半期連結累計期間

(自 2017年４月１日　至 2017年９月30日)

 
為替換算

調整勘定
 

未実現有価証券

評価勘定
 

年金債務

修正勘定
 合計

 （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）

当期首残高 △28,572  17,258  △6,414  △17,728

　組替前その他の包括利益

　（△損失）
19,266  △924  △72  18,270

　その他の包括利益（△損失）

　累計額からの組替金額
-  △108  64  △44

その他の包括利益（△損失） 19,266  △1,032  △8  18,226

　控除：非支配持分帰属損益 325  -  -  325

当第２四半期末残高 △9,631  16,226  △6,422  173
 

 

 
前第２四半期連結会計期間

(自 2016年７月１日　至 2016年９月30日)

 
為替換算

調整勘定
 

未実現有価証券

評価勘定
 

年金債務

修正勘定
 合計

 （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）

前第２四半期首残高 △46,449  4,450  △6,483  △48,482

　組替前その他の包括利益

　（△損失）
△5,169  1,765  5  △3,399

　その他の包括利益（△損失）

　累計額からの組替金額
-  2  45  47

その他の包括利益（△損失） △5,169  1,767  50  △3,352

　控除：非支配持分帰属損益 △19  -  -  △19

前第２四半期末残高 △51,599  6,217  △6,433  △51,815
 

 

 
当第２四半期連結会計期間

(自 2017年７月１日　至 2017年９月30日)

 
為替換算

調整勘定
 

未実現有価証券

評価勘定
 

年金債務

修正勘定
 合計

 （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）

当第２四半期首残高 △19,643  16,807  △6,428  △9,264

　組替前その他の包括利益

　（△損失）
10,123  △550  △27  9,546

　その他の包括利益（△損失）

　累計額からの組替金額
-  △31  33  2

その他の包括利益（△損失） 10,123  △581  6  9,548

　控除：非支配持分帰属損益 111  -  -  111

当第２四半期末残高 △9,631  16,226  △6,422  173
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非支配持分を含むその他の包括利益（△損失）に含まれる税効果調整額は次のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間

（自　2016年４月１日　至　2016年９月30日)

 
税効果調整前

（百万円）

 税額

（百万円）
 

税効果調整後

（百万円）

為替換算調整勘定： △43,971  937  △43,034

未実現有価証券評価勘定：      
　未実現損失当期発生額 △437  136  △301

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現損の組替調整
2  0  2

　未実現純利益（△損失） △435  136  △299

年金債務修正勘定：      
　未実現利益当期発生額 83  -  83

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現損の組替調整
116  △26  90

　未実現純利益（△損失） 199  △26  173

その他の包括利益（△損失） △44,207  1,047  △43,160
 

 

 
当第２四半期連結累計期間

（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日)

 
税効果調整前

（百万円）

 税額

（百万円）
 

税効果調整後

（百万円）

為替換算調整勘定： 19,560  △294  19,266

未実現有価証券評価勘定：      
　未実現損失当期発生額 △1,338  414  △924

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現益の組替調整
△156  48  △108

　未実現純利益（△損失） △1,494  462  △1,032

年金債務修正勘定：      
　未実現損失当期発生額 △72  -  △72

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現損の組替調整
78  △14  64

　未実現純利益（△損失） 6  △14  △8

その他の包括利益（△損失） 18,072  154  18,226
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前第２四半期連結会計期間

（自　2016年７月１日　至　2016年９月30日)

 
税効果調整前

（百万円）

 税額

（百万円）
 

税効果調整後

（百万円）

為替換算調整勘定： △5,256  87  △5,169

未実現有価証券評価勘定：      
　未実現利益当期発生額 2,558  △793  1,765

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現損の組替調整
2  0  2

　未実現純利益（損失） 2,560  △793  1,767

年金債務修正勘定：      
　未実現利益当期発生額 5  -  5

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現損の組替調整
58  △13  45

　未実現純利益（△損失） 63  △13  50

その他の包括利益（△損失） △2,633  △719  △3,352
 

 

 
当第２四半期連結会計期間

（自　2017年７月１日　至　2017年９月30日)

 
税効果調整前

（百万円）

 税額

（百万円）
 

税効果調整後

（百万円）

為替換算調整勘定： 10,321  △198  10,123

未実現有価証券評価勘定：      
　未実現損失当期発生額 △798  248  △550

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現益の組替調整
△43  12  △31

　未実現純利益（△損失） △841  260  △581

年金債務修正勘定：      
　未実現損失当期発生額 △27  -  △27

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現損の組替調整
40  △7  33

　未実現純利益（△損失） 13  △7  6

その他の包括利益（△損失） 9,493  55  9,548
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その他の包括利益（△損失）累計額から組替えられた金額は次のとおりです。

 その他の包括利益（△損失）累計額からの組替金額

 前第２四半期

連結累計期間

　 当第２四半期

連結累計期間
　

連結損益計算書に

影響する項目
(自 2016年４月１日

 至 2016年９月30日)
 (自 2017年４月１日

 至 2017年９月30日)

 （百万円）  （百万円）  
未実現有価証券評価勘定 　  　  　
　売却による損益 2  167  有価証券実現損益（純額）

 時価の下落による損失 △4  △11  有価証券評価損

 △2  156  税金等調整前四半期純利益

 0  △48  法人税等

 △2  108  四半期純利益

年金債務修正勘定      

　過去勤務費用償却額 203  193  ※

　数理計算上の差異償却額 △319  △271  ※

 △116  △78  税金等調整前四半期純利益

 26  14  法人税等

 △90  △64  四半期純利益

組替金額合計 △92  44   
 

 

 その他の包括利益（△損失）累計額からの組替金額

 前第２四半期

連結会計期間

　 当第２四半期

連結会計期間
　

連結損益計算書に

影響する項目
(自 2016年７月１日

 至 2016年９月30日)
 (自 2017年７月１日

 至 2017年９月30日)

 （百万円）  （百万円）  
未実現有価証券評価勘定 　  　  　
　売却による損益 2  46  有価証券実現損益（純額）

 時価の下落による損失 △4  △3  有価証券評価損

 △2  43  税金等調整前四半期純利益

 0  △12  法人税等

 △2  31  四半期純利益

年金債務修正勘定      

　過去勤務費用償却額 102  96  ※

　数理計算上の差異償却額 △160  △136  ※

 △58  △40  税金等調整前四半期純利益

 13  7  法人税等

 △45  △33  四半期純利益

組替金額合計 △47  △2   
 

 

※　年金費用に含めております。詳細については、2017年３月期の有価証券報告書に含まれる連結財務諸表の注記８

    「退職給付引当金」をご参照ください。
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７　短期投資及び投資

2017年３月31日および2017年９月30日現在の短期投資および投資は、売却可能有価証券、満期保有有価証券および市

場性のない持分証券（原価法）です。

 

2017年３月31日および2017年９月30日現在の主な有価証券の種類別の原価額、未実現利益、未実現損失、公正価値お

よび帳簿価額は、以下のとおりです。

 

  
前連結会計年度末

(2017年３月31日)

短期投資： 原価額  未実現利益  未実現損失  公正価値  帳簿価額

売却可能有価証券          
 投資信託 2,806百万円 538百万円 14百万円 3,330百万円 3,330百万円

 MMFおよびFFF等 11,248  -  -  11,248  11,248

 市場性のある株式 1,439  3,324  -  4,763  4,763

 計 15,493  3,862  14  19,341  19,341

満期保有有価証券          
 社債 4,100  -  3  4,097  4,100

 計 4,100  -  3  4,097  4,100

合計 19,593  3,862  17  23,438  23,441

           
投資： 原価額  未実現利益  未実現損失  公正価値  帳簿価額

売却可能有価証券          
 市場性のある株式 10,488  22,934  -  33,422  33,422

 計 10,488  22,934  -  33,422  33,422

満期保有有価証券          
 社債 200  11  -  211  200

 計 200  11  -  211  200

合計 10,688  22,945  -  33,633  33,622

           
 

上記の投資のほかに市場性のない持分証券（原価法）が短期投資０百万円、投資382百万円あります。
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当第２四半期連結会計期間末

（2017年９月30日）

短期投資： 原価額  未実現利益  未実現損失  公正価値  帳簿価額

売却可能有価証券          
 投資信託 3,089百万円  433百万円  9百万円  3,513百万円  3,513百万円

 MMFおよびFFF等 17,323  -  -  17,323  17,323

 市場性のある株式 1,439  3,989  -  5,428  5,428

 計 21,851  4,422  9  26,264  26,264

満期保有有価証券          
 社債 4,200  1  2  4,199  4,200

 計 4,200  1  2  4,199  4,200

合計 26,051  4,423  11  30,463  30,464

          
投資： 原価額  未実現利益  未実現損失  公正価値  帳簿価額

売却可能有価証券          
 市場性のある株式 13,496  20,875  -  34,371  34,371

 計 13,496  20,875  -  34,371  34,371

満期保有有価証券          
 社債 200  9  -  209  200

 計 200  9  -  209  200

合計 13,696  20,884  -  34,580  34,571

           
 

上記の投資のほかに市場性のない持分証券（原価法）が短期投資５百万円、投資382百万円あります。

　

投資信託は信託銀行に預託された資金で、他の投資家の投資資金とともに合同運用され、信託銀行のファンドマネー

ジャーが管理しております。2017年３月31日および2017年９月30日現在で、各投資信託は主に市場性のある株式と利付

債券で運用されております。市場性のない有価証券は、原価法で計上されており、2017年３月31日および2017年９月30

日現在において、それぞれ382百万円および387百万円となります。前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結

累計期間において、当該市場性のない有価証券の公正価値の変動に重要な影響を及ぼす可能性のある事象は把握してお

りません。

 

2017年３月31日および2017年９月30日現在において、未実現損失が継続的に発生している期間別の売却可能有価証券

の原価および公正価値は以下のとおりです。なお、未実現損失が継続的に生じている投資信託、市場性のある株式につ

いて、下落率、下落期間およびその他の関連する要因を勘案した結果、一時的でない減損は発生していないと判断して

おります。

  
前連結会計年度末

(2017年３月31日)

 12ヶ月未満  12ヶ月以上

 公正価値  未実現損失  公正価値  未実現損失

短期投資：        
 投資信託 1,424百万円 14百万円 -百万円  -百万円

 計 1,424  14  -  -
 

 

  
当第２四半期連結会計期間末

(2017年９月30日)

 12ヶ月未満  12ヶ月以上

 公正価値  未実現損失  公正価値  未実現損失

短期投資：        
 投資信託 1,275百万円  9百万円  -百万円  -百万円

 計 1,275  9  -  -
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　2017年３月31日および2017年９月30日現在において、未実現損失が生じている満期保有有価証券の原価および公正価

値に重要性はありません。満期保有有価証券は高格付であり、当社グループには満期まで保有する十分な意思および能

力があるため、損失が実現しないと判断しております。

 

2017年９月30日現在における有価証券の償還日までの期間による分類は、連結貸借対照表の分類とは別に、以下のと

おりです。

 

原価 売却可能有価証券  満期保有有価証券  合計

１年以内 -百万円  4,200百万円  4,200百万円

１年超５年以内 -  200  200

５年超10年以内 -  -  -

10年超 -  -  -

合計   4,400  4,400
 

 

公正価値 売却可能有価証券  満期保有有価証券  合計

１年以内 百万円  4,199百万円  4,199百万円

１年超５年以内 -  209  209

５年超10年以内 -  -  -

10年超 -  -  -

合計 -  4,408  4,408
 

 

短期投資および投資の実現益は、前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間において６百万円およ

び167百万円、前第２四半期連結会計期間および当第２四半期連結会計期間において１百万円および46百万円となりまし

た。

短期投資および投資の実現損は、前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間において１百万円およ

び１百万円、前第２四半期連結会計期間および当第２四半期連結会計期間において１百万円および１百万円となりまし

た。売却された有価証券の原価は、移動平均法に基づき算定されております。

　短期投資および投資の減損損失は、前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間において19百万円お

よび16百万円、前第２四半期連結会計期間および当第２四半期連結会計期間において19百万円および９百万円となりま

した。

 

　前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間、前第２四半期連結会計期間および当第２四半期連結会

計期間において実現益（△損）に振替えられたその他の包括利益（△損失）は、それぞれ△２百万円および108百万円、

△２百万円および31百万円となる一方、その他の包括利益（△損失）に振替えられた未実現利益（△損失）は、それぞ

れ△437百万円および△1,338百万円、2,558百万円および△798百万円となりました。

 

売却可能有価証券の売却および償還による回収金額は、前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間

において、それぞれ25,068百万円および1,014百万円となりました。

　満期保有有価証券の償還による回収金額は、前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間において、

それぞれ3,000百万円および200百万円となりました。
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８　契約債務及び偶発債務

当社は、従業員による外部金融機関からの借入れに対し保証をしております。従業員の教育ローンの保証に対する偶

発債務は、2017年９月30日現在２百万円です。当社は、当該従業員の債務不履行時にローン契約を履行する義務があり

ます。2017年９月30日現在において、これらの債務保証に関する偶発債務の公正価値に重要性はありません。

当社グループは、ある一定期間において、当社の製品およびサービスに対する保証を行っております。見積りは主と

して過去の実績額に基づいております。前連結会計年度および当第２四半期連結累計期間における製品保証引当金の変

動は以下のとおりです。

 前連結会計年度

（自　2016年４月１日

  至　2017年３月31日)  

当第２四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日

 至　2017年９月30日)

期首残高 2,972百万円  3,163百万円

当期増加額 2,292  1,633

当期減少額（目的使用） △2,036  △1,554

為替換算調整額 △65  146

期末残高 3,163  3,388
 

　環境改善に関する費用については、債務発生の可能性が確からしく、かつ金額を合理的に見積ることが出来る場合に

引当金が計上されます。

 
2014年３月期において沼津事業所閉鎖に伴う地歴調査を行ったところ、一部の区画において土壌汚染対策法で定める

基準値を超えている可能性があることが判明しました。そのため、汚染土壌の掘削、搬出、良質土の埋め戻しなど土地

改良工事を行い、2015年12月末に完了しました。今後も法令の定めに従い適切な措置を実施していきます。前連結会計

年度および当第２四半期連結累計期間における環境改善に関する引当金の変動は以下のとおりです。

 

 前連結会計年度

（自　2016年４月１日

  至　2017年３月31日)  

当第２四半期連結累計期間

 （自　2017年４月１日

   至　2017年９月30日)

期首残高 560百万円  560百万円

当期増加額 -  -

当期減少額（目的使用） -  -

その他 -  -

期末残高 560  560
 

 

 
 

９　公正価値の測定

米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書820「公正価値の測定および開示」は、公正価値の測定に使用される評価

技法に用いるインプットの信頼性に応じた公正価値ヒエラルキーを確立しております。ヒエラルキーは、最優先順位

である同一資産・負債の活発な市場における調整不要な公表価格（レベル１インプットによる測定）および最も優先

順位が低い観察不能なインプット価格（レベル３インプットによる測定）を定義しております。

 

公正価値ヒエラルキーは、以下の３つのレベルから構成されております。

 

レベル１－測定日において直接入手可能な同一資産・負債の活発な市場における公表価格のインプット

　レベル２－レベル１の公表価格を除く、直接的・間接的に観察可能な資産・負債のインプット

　レベル３－観察不能な資産・負債のインプット

 

これらのインプットに基づき測定された資産・負債の公正価値のヒエラルキーは、重要なインプットのうち最も低

いレベルのインプットに基づき分類されます。
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継続的に公正価値によって評価する資産・負債

2017年３月31日および2017年９月30日現在における当社グループが保有する継続的に公正価値によって評価する資

産・負債は以下のとおりです。

 

 
前連結会計年度末

(2017年３月31日)

 合計  レベル１  レベル２  レベル３

資産:            
短期投資：            
    投資信託 2,938百万円  2,938百万円  -百万円  -百万円

   MMFおよびFFF等 11,248  -  11,248  - 
   市場性のある株式 4,763  4,763  -  - 
   純資産価値で

　　測定された投資
392  -  -  - 

金融派生商品 274  -  274  - 
投資：            
  市場性のある株式 33,422  33,422   -   - 
            
負債：            
金融派生商品 △269  -  △269   - 

 

 

 

 
当第２四半期連結会計期間末

（2017年９月30日）

 合計  レベル１  レベル２  レベル３

資産:            
短期投資：            
    投資信託 3,249百万円  3,249百万円  -百万円  -百万円

   MMFおよびFFF等 17,323  -  17,323  - 
   市場性のある株式 5,428  5,428  -  - 
   純資産価値で

　　測定された投資
264  -  -  - 

金融派生商品 85  -  85  - 
投資：            
  市場性のある株式 34,371  34,371   -   - 
            
負債：            
金融派生商品 △807  -  △807   - 

 

　（注）実務上の簡便法を用いて純資産価値（またはそれに準ずるもの）で公正価値を測定する特定の資産は、

　　 公正価値ヒエラルキーの分類をしていません。

　

レベル１の短期投資と投資は主に市場性のある株式です。株式は十分な取引量と頻繁な取引がある活発な市場に

おける調整不要な市場価格に基づいて見積っております。

　レベル２のMMF(マネー・マネジメント・ファンド)およびFFF(フリー・ファイナンシャル・ファンド)等は、国内

外の公社債およびコマーシャルペーパーを中心に投資する安定した収益確保を目指した商品であります。金融派生

商品は、為替予約および通貨スワップからなります。これらの公正価値は、為替レートや金利、ボラティリティな

どの市場で観察可能な基礎条件に基づいて見積っております。

純資産価値で評価する資産は、主に外国債券型投資信託で運用機関により計算された純資産価値で評価していま

す。

 

非継続的に公正価値によって評価する資産・負債

　2017年３月31日および2017年９月30日において、非継続的に公正価値によって評価した資産・負債はありません。
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10　金融派生商品とヘッジ活動

リスク管理方針

当社グループは、外国為替および利率の変動といった市場リスクに直面しております。当社グループは、こうしたリ

スクを軽減するため、先物為替予約および通貨スワップを活用しております。当社グループは、トレーディング目的、

投機目的で金融派生商品を活用しておりません。

当社グループは、取引相手方の契約不履行による信用損失を受ける可能性がありますが、契約は多くの国際的に認知

された信用度が高いと考えられている金融機関に分散されているため、取引相手方の契約不履行は無いものと考えてお

ります。

 

外国為替リスク管理

当社グループは、国際的に取引を実施しており、外国為替の変動による市場リスクに直面しているため、外貨為替の

リスクをヘッジする目的で先物為替予約および通貨スワップを利用しております。

これらの金融派生商品は主に関係会社間の営業活動、財務活動により発生する為替リスクに対して使用しておりま

す。

　2017年３月31日および2017年９月30日現在における金融派生商品の公正価値は以下のとおりです。

 

ヘッジ手段として指定されていないデリバティブ商品
 

 勘定科目  

前連結会計年度末

(2017年３月31日)
 

当第２四半期連結会計期間末

（2017年９月30日）

資産：         
　先物為替予約  その他の流動資産  274百万円  85百万円
負債：         
　先物為替予約

 

その他の流動負債
 

△269  
 

△807  
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前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間、前第２四半期連結会計期間および当第２四半期連結会

計期間の損益に計上されたデリバティブ損益の金額は以下のとおりです。

 

ヘッジ手段として指定されていないデリバティブ商品     

     デリバティブ損益の金額

  勘定科目

 

前第２四半期連結累計期間

(自　2016年４月１日

 至　2016年９月30日)
 

当第２四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日

 至　2017年９月30日)

先物為替予約  為替差損益（純額）  △62百万円  △728百万円

通貨スワップ  為替差損益（純額）  △217  - 
 

 

ヘッジ手段として指定されていないデリバティブ商品     

     デリバティブ損益の金額

  勘定科目

 

前第２四半期連結会計期間

(自　2016年７月１日

 至　2016年９月30日)
 

当第２四半期連結会計期間

(自　2017年７月１日

 至　2017年９月30日)

先物為替予約  為替差損益（純額）  △384百万円  33百万円

通貨スワップ  為替差損益（純額）  △54  - 
 

 

2017年３月31日および2017年９月30日現在における、上記のデリバティブ資産およびデリバティブ負債に係る想定元

本残高のデリバティブ商品毎の内訳および通貨毎に区分した内訳は、以下のとおりです。

 

想定元本残高の
デリバティブ商品毎の内訳

前連結会計年度末

(2017年３月31日)  

当第２四半期連結会計期間末

（2017年９月30日）

先物為替予約 18,825百万円  24,959百万円

合計 18,825   24,959  
      
想定元本残高の

通貨毎の内訳

前連結会計年度末

(2017年３月31日)  

当第２四半期連結会計期間末

（2017年９月30日）

米ドル 7,475百万円  14,177百万円

ユーロ 7,990   8,844  

その他 3,360   1,938  

合計 18,825   24,959  

      
 

金利リスク管理

当社グループは、当社を通して財務活動、投資活動を行っております。現在、当社グループは、グループ内金融を主

体に行っており、子会社の余剰資金を他の資金不足の子会社へ融資することにしているため、金利の変動リスクは軽微

です。
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11　金融商品の時価情報

公正価値の見積りには、実務上見積りが可能な金融商品に関して、以下の見積方法および重要な仮定が用いられてお

ります。

(１) 現金及び現金同等物、定期預金、受取手形及び売掛金、短期借入金、支払手形及び買掛金、未払金および未払費

用

満期日が短期または存在しないため、その帳簿価額をもって公正価値とみなしております。

(２) 長期定期預金

公正価値は、満期日までの残存期間に相当する定期預金の期末時の市場利子率により、将来のキャッシュ・フ

ローを割り引いて見積っております。

(３) 短期投資および投資

市場性のある有価証券の公正価値は、市場の相場に基づいて見積っております。市場性のない有価証券について

は、市場の相場が存在しないため合理的な公正価値の見積りは実務上困難であります。そのような市場性のない有

価証券は公正価値の測定から除かれておりますが、公正価値が著しく低下したとき、またはその兆候が現れたとき

は、公正価値を測定します。市場性のない有価証券は、2017年３月31日および2017年９月30日現在において、それ

ぞれ短期投資０百万円と投資382百万円および短期投資５百万円と投資382百万円あります。

(４) 長期債務

長期債務の公正価値は、借入ごとに将来のキャッシュ・フローから、類似の満期日の借入金に対して適用される

期末時点での借入金利を用いて割り引いて算定した現在価値に基づいて算定しております。

(５) 金融派生商品

ヘッジ目的の先物為替予約および通貨スワップから構成されるその他の金融派生商品の公正価値は、取引金融機

関から入手した相場に基づいて見積っております。

 

　2017年３月31日および2017年９月30日現在の金融商品の見積公正価値は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度末

(2017年３月31日)
 

当第２四半期

連結会計期間末

(2017年９月30日)

  

 帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値  
公正価値

ヒエラルキー

 (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  レベル

短期投資(※) 23,441 23,438 30,464 30,463 1,2

投資(※) 33,622 33,633 34,571 34,580 1,2

長期定期預金 10 10 9 9 2

長期債務(１年以内に返済予定の

長期債務を含む)
△33 △33 △29 △29 2

先物為替予約：資産(※) 274 274 85 85 2

先物為替予約：負債(※) △269 △269 △807 △807 2
 

(※)　詳細につきましては、注記９をご参照ください。

 

公正価値の見積りについては特定の一時点で、利用可能な市場情報および当該金融商品に関する情報に基づいて

算定しております。これらの見積りは実質的に当社が行っており、不確実な点および当社の判断を含んでおりま

す。そのため、これらの前提が変わることにより、その見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
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12　セグメント情報

以下に報告されているオペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、当社のマ

ネジメントによって定期的に使用されているものです。マネジメントは、セグメントの業績評価や経営資源の配分を行

うため、様々な分析を行っております。

 

地域別セグメント

前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間、前第２四半期連結会計期間および当第２四半期連結会

計期間の当社グループのオペレーティング・セグメントは日本グループ、欧州グループ、北米グループ、アジアグルー

プ、その他の地域グループより構成されております。

当社グループのセグメント情報は、経営上の最高意思決定者に報告される単位である本社および子会社の所在地別の

集計です。

本邦以外の区分に属する主な国または地域は以下のとおりです。

(１) 欧州……………ドイツ、英国、イタリア、フランス、フィンランド

(２) 北米……………米国、カナダ

(３) アジア…………中国、タイ

(４) その他の地域…オーストラリア、ブラジル、アラブ首長国連邦

当社は、全てのオペレーティング・セグメントの業績を米国で一般に公正妥当と認められた会計基準により評価して

おります。各セグメントの営業利益の算出方法は、連結損益計算書における営業利益の算出方法と一致しており、受取

利息及び配当金、支払利息、為替差損益、および有価証券実現損益などを含みません。各セグメントの総資産は所在地

別の集計です。

セグメント情報における会計処理基準は、当社の連結財務諸表における会計処理基準と一致しております。セグメン

ト間の製品等の販売価格その他の販売条件については、市場実勢を勘案し協議の上で決定しております。

　消去又は全社の項目は、セグメント間取引の金額、セグメント間債権債務の金額、およびセグメント間取引に係る未

実現利益の消去金額を含みます。

当社グループは、電動工具等を製造・販売しております。当社オペレーティング・セグメントの収益は、実質的に全

て、電動工具等の製品、部品の販売、および修理によるものです。
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前第２四半期連結累計期間

(自　2016年４月１日　至　2016年９月30日)

 
日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

　　売上高         

 (１) 外部顧客に対する
　 　 売上高

45,546 84,736 32,600 10,636 26,537 200,055 - 200,055

 (２) セグメント間の内部
　 　売上高又は振替高

51,141 1,991 1,663 77,679 60 132,534 △132,534 -

計 96,687 86,727 34,263 88,315 26,597 332,589 △132,534 200,055

　　営業費用 88,502 78,862 33,162 77,354 25,340 303,220 △136,814 166,406

　　営業利益 8,185 7,865 1,101 10,961 1,257 29,369 4,280 33,649

　　営業外損益 - - - - - - - 419

　税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 34,068

長期性資産 37,924 19,803 2,454 21,301 5,940 87,422 △251 87,171

総資産 308,061 168,205 43,011 135,202 54,294 708,773 △183,709 525,064

設備投資 1,093 1,009 380 2,380 204 5,066 △25 5,041

減価償却費 1,353 919 210 1,712 198 4,392 △40 4,352
 

 

当第２四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日　至　2017年９月30日)

 
日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

　　売上高         

 (１) 外部顧客に対する
　 　 売上高

51,409 98,706 36,174 12,639 32,023 230,951 - 230,951

 (２) セグメント間の内部
　 　売上高又は振替高

99,738 2,228 2,219 102,294 509 206,988 △206,988 -

計 151,147 100,934 38,393 114,933 32,532 437,939 △206,988 230,951

　　営業費用 132,962 92,342 37,136 104,653 30,157 397,250 △204,590 192,660

　　営業利益 18,185 8,592 1,257 10,280 2,375 40,689 △2,398 38,291

　　営業外損益 - - - - - - - 1,165

　税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 39,456

長期性資産 38,695 24,592 4,703 25,206 7,089 100,285 △278 100,007

総資産 372,948 208,021 58,493 154,527 72,692 866,681 △231,784 634,897

設備投資 1,976 1,943 334 2,797 217 7,267 △20 7,247

減価償却費 1,426 983 284 1,884 228 4,805 △42 4,763
 

前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間において、連結売上高の10％以上を占める重要な単一顧

客はありません。
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前第２四半期連結会計期間

(自　2016年７月１日　至　2016年９月30日)

 
日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

　　売上高         

 (１) 外部顧客に対する
　 　 売上高

22,887 41,430 16,158 5,020 13,284 98,779 - 98,779

 (２) セグメント間の内部
　 　売上高又は振替高

33,547 967 909 36,793 30 72,246 △72,246 -

計 56,434 42,397 17,067 41,813 13,314 171,025 △72,246 98,779

　　営業費用 51,930 38,286 16,459 37,090 12,679 156,444 △73,258 83,186

　　営業利益 4,504 4,111 608 4,723 635 14,581 1,012 15,593

　　営業外損益 - - - - - - - △66

　税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 15,527

長期性資産 37,924 19,803 2,454 21,301 5,940 87,422 △251 87,171

総資産 308,061 168,205 43,011 135,202 54,294 708,773 △183,709 525,064

設備投資 672 638 279 1,514 143 3,246 △58 3,188

減価償却費 684 448 102 831 99 2,164 △20 2,144
 

 

当第２四半期連結会計期間

(自　2017年７月１日　至　2017年９月30日)

 
日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

　　売上高         

 (１) 外部顧客に対する
　 　 売上高

26,030 50,281 18,724 6,404 16,448 117,887 - 117,887

 (２) セグメント間の内部
　 　売上高又は振替高

52,392 1,062 1,065 53,621 439 108,579 △108,579 -

計 78,422 51,343 19,789 60,025 16,887 226,466 △108,579 117,887

　　営業費用 68,857 46,876 19,153 55,076 15,522 205,484 △107,640 97,844

　　営業利益 9,565 4,467 636 4,949 1,365 20,982 △939 20,043

　　営業外損益 - - - - - - - 424

　税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 20,467

長期性資産 38,695 24,592 4,703 25,206 7,089 100,285 △278 100,007

総資産 372,948 208,021 58,493 154,527 72,692 866,681 △231,784 634,897

設備投資 1,035 886 115 1,439 91 3,566 △26 3,540

減価償却費 716 528 143 958 115 2,460 △21 2,439
 

前第２四半期連結会計期間および当第２四半期連結会計期間において、連結売上高の10％以上を占める重要な単一顧

客はありません。
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13　１株当たり情報

基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益および希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益の計

算は下記のとおりです。

 

１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益

 

前第２四半期連結累計期間

(自　2016年４月１日

 至　2016年９月30日)  

当第２四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日

 至　2017年９月30日)

当社株主に帰属する

四半期純利益
24,073百万円  27,679百万円

加重平均普通株式数 271,465,443株 271,463,675株

希薄化効果：

　ストック・オプション
17,405株 26,570株

希薄化後加重平均普通株式数 271,482,848株 271,490,245株

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益
88.7円 102.0円

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益
88.7円 102.0円

    
 

 

前第２四半期連結会計期間

(自　2016年７月１日

 至　2016年９月30日)  

当第２四半期連結会計期間

(自　2017年７月１日

 至　2017年９月30日)

当社株主に帰属する

四半期純利益
10,848百万円  14,343百万円

加重平均普通株式数 271,464,608株 271,467,201株

希薄化効果：

　ストック・オプション
20,814株 25,508株

希薄化後加重平均普通株式数 271,485,422株 271,492,709株

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益
40.0円 52.8円

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益
40.0円 52.8円

 

 

   （注）当社は、2017年4月1日付で普通株式1株につき2株の株式分割を行っております。前第２四半期連結

　　　 累計期間の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、「基本的1株当たり当社株主に帰属する四

      半期純利益」及び「希薄化後1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益」を算定しております。

 
14　後発事象

該当事項はありません。

　なお、当社は、後発事象の評価を四半期連結財務諸表の発行日である2017年11月９日まで実施しております。
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２ 【その他】

第106期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）中間配当については、2017年10月30日開催の取締役会におい

て、2017年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議いたしました。

 

　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　 2,715百万円

 

　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　  　 　          　10円

 

　支払請求権の効力発生日および支払開始日     　       2017年11月27日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2017年11月９日

株式会社マキタ

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士        森 本　泰 行

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士        川 口 真 樹

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マキタ

の2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2017年７月１日から2017年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び四半期連結財務諸表に関する注記事項について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定により米国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に関する注記事項１参照）に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に関する注記事項１参照）に準拠して、株式会社マキタ及び連結子会社の

2017年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成

績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

42/42


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(１)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(２)新株予約権等の状況
	(３)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(４)ライツプランの内容
	(５)発行済株式総数、資本金等の推移
	(６)大株主の状況
	(７)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(１)四半期連結貸借対照表
	(２)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	(３)四半期連結キャッシュ・フロー計算書

	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

